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過給式（加圧）流動炉の開発 

落 修一＊ 岩井良博＊＊ 寺腰和由＊＊＊ 鈴木善三＊＊＊＊ 大庭賀夫＊＊＊＊＊ 
 

1．はじめに 1 

 循環型社会の創造や地球温暖化対策に寄与する

新しい技術が求められている。筆者らは環境保全、

エネルギー開発、廃棄物管理と資源化を専門分野

とするメンバーからなる共同研究により従来のエ

ネルギー消費型の焼却炉に替わる新しい省・創エ

ネルギー型の燃焼炉を開発した1), 2), 3)ので報告す

る。 
 開発した技術は、下水汚泥等の有機性スラリー

や緑地等の管理から発生する草木材を対象として、

これらを効率良く燃焼させる過給式(加圧)流動炉

と称するものである。 

2．背景と目的 

 都市基盤としての下水道からは、汚水の収集、

処理に伴い安定した汚泥の発生があり、さらに、

河川敷はじめ道路や街路、公園などの公共緑地の

管理からは大量の刈草や剪定枝葉、伐採木などが

発生している。これらはその保有する

熱量からみて石炭に類する有用なバイ

オマスエネルギー資源といえるもので

あるが、その利用は進んでいないのが

実情である。 
 全国で発生する下水汚泥の乾燥固形

物重量換算約210万トンのうち、おお

よそ7割相当が焼却処理されている。

そこでは、実際には水分を重量で約

80%ほどを含む高含水の脱水汚泥が炉

に投入されているために多くの燃料や電力を必要

としている。図-1は我が国における下水汚泥焼

却炉の形式別の推移をみたものである。近年は多

段式に替わって流動床式の炉が主流となってきて

いる。流動床式が今後多段式及び回転炉床式と同

じ推移を示すと仮定した場合、流動床式は間もな

く更新の時期を迎えると考えられた。そこで、現

在主流の流動床式の更新に当り、従来のエネル

──────────────────────── 
Development of Pressurized Fluidized Bed Furnace with 
Turbocharger 

ギー消費型に替わるエネルギー生産に繋がる新し

いタイプの炉の開発を行うこととした。開発に当

たっては、未利用となっている緑地管理から発生

する草木系バイオマスも一緒にエネルギー利用す

ることが可能な炉とすることを条件とした。 

3．開発技術の特徴 

3.1 基本的なプロセス構成  
 開発した過給式（加圧）流動炉技術の基本的な

構成及びフローを図-2に示す。下水汚泥または

下水汚泥と草木との混合物は定量フィーダから加

圧流動炉に供給され約0.2MPaの圧力下で燃焼さ

せられる。そこで発生した燃焼ガスは加圧流動炉

に供給するための空気予熱器を経て集塵装置に送

られ燃焼残渣の灰分が回収される。除塵され高温

高圧の状態を維持した燃焼ガスは過給機に送られ、

ファンを100,000rpmほどに高速回転させて相応

量の大気を自給し、圧縮空気を産する。得られた

圧縮空気は加圧流動炉に対して流動床の維持と燃 

図-1 下水汚泥焼却炉の形式別推移  

 
図-2 開発技術の設備構成及びフロー  
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焼に必要な分が空気予熱器を介して送られる。余

剰となった圧縮空気は他に有効利用される。過給

機を稼動したのちの燃焼ガスは従来の焼却設備と

同様に白煙防止予熱器および排煙処理塔を介して

大気放出される。 
3.2 開発技術の特徴 
3.2.1 加圧燃焼の特徴 
 通常よりも圧力が高い場での燃焼は、例えば燃

料の炭素と空気中の酸素の接触距離が通常よりも

近づき、酸素と炭素の関係が高密度になっている。

つまり、加圧燃焼は高密度燃焼を起こしていると

言える。 
 高密度燃焼の効果は大きく2つある。ひとつは、

燃焼速度が高まることであり、これは安定した燃

焼をもたらし、具体には炉の燃焼制御がし易くな

る効果がある。他の1つは、高温高圧の燃焼ガス

が発生することである。これは、開発抽出できる

エネルギー量が大きくなることを意味する。具体

の効果としては、従来の汚泥焼却では実現できな

い炉に投入する汚泥中の水分を高温高圧蒸気とし

て取り出せることにあり、そのエネルギーを動力

に変えられる。 
3.2.2 加圧燃焼にともなう装置上の特徴 
 加圧状態の大きさ0.2MPaは、炉構造材の強度

を考慮した実用的な耐圧構造と、そこから得られ

る高温高圧ガスを動力に変換する機器の関係から

決定付けられた。動力変換機には過給機が選ばれ

た。過給機は乗用車から大型船舶用のエンジンま

で幅広く採用され、実績ある汎用機器として流通

していることから安価に導入、装備できる。 
 これによる装置上の特徴として次が挙げられ、

従来の流動床式よりもコンパクトな燃焼システム

となる。 
① 炉の容積が従来の1／3となり、更新に際し

ての配置、施工が容易となる。また、炉表面か

らの放熱量も少なくなり熱効率が高まる。 
② 過給機が圧縮空気を生産することから従来装

備していた流動ブロワが不要となる。 
③ 炉から過給機までのラインの内圧が高く維持

されているために、従来、円滑な燃焼維持のた

めに装備されていた誘引ファンが不要となる。 
④ 前述の汚泥中水分が動力として利用できるた

めに、過給機で生産される圧縮空気に炉供給用

以外に余剰が生じる。これを他の用途とするこ

とができる。例えば、水処理施設のエアレー

ションタンクに供給することなどが考えられる。 

4．実証研究 

 開発技術の性能を検証するために、実証用のプ

ラントを北海道長万部町長万部終末処理場内に設

置して、平成19年1月から平成19年11月の間に実

際の下水の脱水汚泥や各種のバイオマスを用いた

燃焼実験を行った。 
4.1 実証プラントの概要 
 実証プラントの構成及びフローを図-3に示す。

また、加圧流動炉本体の概観と過給機を写真-1に
示す。加圧流動炉は処理能力 :180kg-脱水汚泥 /h
で設計され､大きさは外径:1,200mm(内径:700mm)､

高さ :9,200mmである。流動媒体として硅砂5号
と4号の混合物が流動部分の初期量として530kg
封入された。また、炉内温度をモニターするため

に、流動用分散菅の中心線(0mm)から炉頂方向

に温度センサーを砂層温度(1):300mm、砂層温度

(2):600mm、砂層温度 (3):1,300mm、FB(フリー

ボード)温度 (1):3,000mm、FB温度 (2):4,600mm、

FB温度(3):6,800mmの6点に装備している。 
 過給機は、小型船舶用のものを適用した。大き

さは外径 :約250mm、重量 :約10kgほどである。 

 

図-3 実証プラントの構成及びフロー  

 

  
（加圧流動炉本体）     （過給機）  

写真-1 実証プラントの加圧流動炉本体と過給器  
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4.2 下水汚泥専焼実験 
 下水汚泥は高含水で粘性が高い

ために、加圧炉内への密封投入が

容易であり、常に安定した燃焼を

示 し た 。 一 例 と し て 、 水

分 :86.1%、強熱減量 :87.2%-dry、

高位発熱量 :20,300kJ/kg-dryの脱

水汚泥を用いた燃焼実験における

炉内燃焼状況のモニター結果を図

-4に示す。いずれの指示値も非

常に安定したものである。  
 実験では低負荷運転や負荷変動運転

等を行い、いずれにおいても良好な燃 
焼成績を示すことを確認した。また、自動立ち上

げ運転法についても検討し、効果を確認した。 
4.3 下水汚泥とバイオマスの混焼実験 
 草木系バイオマスは、その形状から投入に際し

て空隙ができる粗な性状であることから、加圧状

態にある炉への投入方法について綿密な検討を必

要とした。木質系はチップ化することにより汚泥

と馴染み易くなり円滑に投入できるものであった

が、草本系は破砕する必要があった。このために

加圧流動炉投入に適した破砕機としてカッティン 
グナイフ付ダブルミキシングスクリュー式破砕機

を選定適用し、良好な投入を確認した。 
 下水汚泥とバイオマスの混焼実験は表-1に示す

ケースを実施し、いずれも良好な成績を得た。 
4.4 エネルギー効率 
 実証プラント実験から得られたデータをもとに、

投入エネルギーが圧縮空気の動力エネルギー（圧

力エクセルギー）に変わった変換率を求めた結果、

高温集塵機以降のプロセスの規模が大きかったた

めに過給機入口温度が低くなったことが起因して、

汚泥専焼時で 6.9%、バイオマスとの混焼時で

5.4%と低い転換率であった。実験データをもと

に実用機の平均的な規模である100t-脱水汚泥／

日の規模について試算した結果、汚泥専焼時で

12.5%、バイオマスとの混焼時で15%の結果が得

られた。この約1/4相当が余剰圧縮空気の分と試

算された。 
 また、実用規模 :100t-脱水汚泥／日における従

来の流動床炉の消費電力 :355kWに対して開発技

術では168kWの削減が可能と試算され、40%以

上の省エネルギーが達成できるものと思われた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

表-1 実施した下水汚泥とバイオマスの混焼実験  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-5 汚泥専焼時のフリーボード温度(FB温度(2))と  

排ガス中N2O濃度の関係  
 

4.5 排ガス性状 
 下水汚泥には窒素分が多く含まれているために、

焼却処理では酸化態窒素の発生が重要視される。

特に近年は地球温暖化ガスであるN2Oの発生を抑

制するための高温燃焼に取り組まれてきている。 
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 汚泥専焼実験において最も高い温度を示したフ

リーボード温度（FB温度 (2)）と排ガス中のN2O
濃度の関係を図-5に示す。これらを汚泥中の窒

素からの転換率で表すと0.3～3.0%(gN-N2O/gN-
汚泥)となり、通常の流動床炉に比べて濃度とも

に非常に小さい値である。これは、高密度燃焼に

よる速い燃焼速度がもたらす安定した高温領域の

形成にあると解析している。また、これらの値は

バイオマスが混合投入されると更に低減した。他

の排ガス規制項目も問題となるような排出はなく、

本開発技術は環境負荷の低い燃焼が得られていた。 

5．まとめ 

 開発技術の過給式（加圧）流動炉に関する実証

実験を行い、以下の成果を得た。 
① 開発技術は燃焼排ガスによって過給機を駆動

して圧縮空気を取り出し、その圧縮空気を燃焼

空気として炉に供給するという加圧流動炉と過

給機を組み合わせたシステムであるが、このシ

ステムが問題なく稼働することが確認できた。 
② 下水汚泥専焼、下水汚泥とバイオマスとの混

焼においても、各部温度や圧力に大きな変動は

なく、安定運転が行える。  
③ 開発技術は排ガス中のN2O発生が抑制され、

他の排ガス項目を考慮しても従来炉にみられな

い環境負荷の低い技術といえる。 
④ 平均的な実用規模 :100t/日における圧縮空気

生産のためのエネルギー変換効率は12～15％
と見積もられた。 
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